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議事次第
１．前委員会の議事録案の確認

２．震災対策技術展シンポジウム・プランについて
・パネルディスカッションのために質問事項をアンケートで募集し、休憩時間に集めた方が良い．

・アンケート用紙も用意し、今後のためにシンポジウムで不満に思った点や次回のシンポジウム・今後の委員会活動に期待することなどを書いてもらうのが良い．

・パネルディスカッションでは、パネラーのお二人にも５分程度お話いただく．
３．日本地震工学会論文集の特集号企画について
・企画案をまとめて、論文集編集委員会に提出する．投稿〆切は4－6月を案として編集委員会と相談する．

・査読論文に加えて、報告（査読は入るが論文ではない）もいくつか募集する． 

５．来年度の方針について
・委員会設立当初に考えた最終目標のうちいくつかは、本委員会以外の団体によっても実現しつつある．これを踏まえて来年度の方針を検討する必要がある．
・委員会の最終目標⑤に「コア人材育成の教材作成」があるが、本委員会活動の一環として、地域の核となる人材を育てていくための教材・資料集・マニュアル的な素材を社会に提供するという案が出された．

・米国では地域コミュニティーにおける地震防災活動を推進するため、ＦＥＭＡ等のＨＰ上で無償のスライドファイルが公開されている．わが国においても、このような情報提供があっても有効ではないか．内閣府防災担当「みんなで防災」のページでは、防災ボランティア活動の情報ヒント集・作法集が公表されており、上記の米国の事例の趣旨に近い．

・地域／社会への情報提供を目的としたインターネットサイトが最近増えつつある．その中でも、情報の専門性に応じて、「入門編・中級編・上級編」がある．委員会としてどのレベルを目指すのかも考える必要がある．

・ＷＥＢ上で教材・資料・マニュアル的な情報提供を行う際には、情報のアップデートと管理が問題である．情報提供には、「自らサイトを作り情報発信する(自分が前に出る)」「専門家のノウハウを活用した情報提供のためのスキーム作り(背後から支える)」の両パターンがある．本委員会の性質を考慮した場合、後者のスキーム作りへの貢献が適していると考えられる．今後は、まず教材・情報提供においての専門家の利用価値に関して、既存のサイト管理団体からの意見を聞いてみてはどうか．
６．その他
　　 ・次回は4月以降に開催予定．
